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It’s how you play the game
都市の成長戦略とメガスポーツ
イベントの活用



本文書に含まれる商標はいずれもその所有者のものであり、PricewaterhouseCoopers LLPに帰属するものでもPricewaterhouse 
Coopers LLPが承認したものでもない。

しかし、全ての都市や地域が著名なメガイベントを開催できる体制と能力を備え
ているわけではない。例えば、オリンピックの開催には30カ所以上の競技会場、
90カ所を超えるトレーニング場、約15,000人を収容する選手宿泊施設などが必要 
とされ、ホテル客室40,000室に加え、輸送機関、物流、通信、娯楽などの施設 
までも必要になる。2 小規模な都市や地域においては、これに対応する十分な資源、 
インフラ、能力を有していない場合も当然ある。

オリンピックやサッカー FIFAワールドカップTMなど、知
名度の高いメガスポーツイベントには何物にも代えが
たい魅力がある。巨額のコスト、広範囲にわたる準備
計画、遅延の許されないスケジュールなどにも関わらず、
世界中の都市が人気イベントの開催を競う。

では、何が都市をこのようなイベント招致を巡る激しい競争に駆り立てるのか。
リスクは利益に見合うのか。実際に、世界的な大型イベントは、次のような 
魅力的な体験や効果を、開催都市にもたらし得る。

•  イベントの成功に向け、規律の向上と事業実現に向けたコミットメントが 
得られる。

•  熱烈なメディア報道により、開催都市は世界中で他の機会では得られないほ
どの注目を浴びることができる。

•  政府のさまざまなレベルの機関や部署間での協働体制が構築できる。

•  官民の協力体制が構築できる。

•  共通の目標達成に向けて、人々の愛国心や誇りが結集される。

•  人類の功績をたたえる素晴らしい機会となる。1
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都市における優先事項の把握

このため、都市や地域は長期的な開
発・成長計画における自らの優先事項を
把握した上で、それに最も即した、関連
性が高いイベントを招致することが有効
である。例えば、より小規模なイベント

（それでもメガイベントと呼べるものだ
が）では、コモンウェルスゲームズやラ
グビー・ワールドカップ、ユニバーシアー
ド（世界大学競技大会）、F1TMレースなど、
さまざまな大会が存在する。

こうした小規模イベントの開催地とな
ることによっても、官民・地域の連携促
進、明確な期限を設けることによる行動
促進、将来に持続する新たなインフラ整
備への足掛かり、開催都市や地域の国内
外への宣伝など、大型イベントと同様の
目標を達成することが可能である。

PwCの分析では、都市／地域ごとに、
現状のインフラや将来的な優先事項を
把握することが、その都市／地域が招致
すべき最適なイベントを決定する上での
第一歩と考えている。本レポートにおい
て、私たちは、都市や地域が自己の強み
や弱みを評価した上で、長期の開発・成
長計画における達成目標と、特定のイ
ベント開催に必要となる要件をマッチン
グするためのフレームワークを構築した 

（2ページ参照）。

都市の欲求段階説

当該分析は、マズローの欲求段階説の
考え方に類似している。これは、心理学
者アブラハム・マズローが1943年に提唱
した理論であり、人間は食事や水といった
生理的欲求を満たして初めて、倫理性や
創造性など自己実現の欲求というさらに
高いレベルに進むと仮定するものである。

私たちの分析では、同様の欲求段階説
を都市とそのニーズに適用している。つ
まり都市は、住民の基本要件を充足した
後に次段階へと進む（詳しくは11ページ
参照）。メガイベントの招致にあたっては、
都市はおのおのの発展段階に応じ、設定
した目標の達成に最も貢献し得るイベン
トを選ぶことが有効と考えられる。

国際連合では、都市の繁栄に不可欠な
要素として、生産性、インフラ開発、生
活の質、公正と社会参加および環境持続
可能性の五つを挙げている。3

またPwCの調査では、都市や地域が世
界の舞台で注目を集めるためには、住民
や企業に対するサービス品質、開発の持
続可能性、先見性のあるリーダーシップ
の存在、一貫性のあるビジョンの4要素
において優れている必要があるとしてい
る。逆に言うと、これらの要素を変革・
向上していく力のある都市こそが、オリ
ンピックなどのイベント機会を有効に活
用し、その成長をさらに加速化させるこ
とができるのである。

メガイベントの開催に向けた膨大な準
備作業の結果として、安全面から輸送、
都市再生まで、幅広い変革を成し遂げた
好事例が、リオデジャネイロである。ブ
ラジルでは、サッカー 2014年FIFAワー
ルドカップ™と2016年夏季オリンピック
の二つのメガイベントが連続して開催さ
れる予定である。

急速な開発、巨額の投資、メディアか
らの注目などにより、大会組織委員会が
懸念する課題が浮き彫りになるケースも
あるが、効果的に組織・運営されたメガ
イベントは、最終的には都市にプラスの
変化をもたらす原動力となる。

効果的な計画・準備により、
メガイベントは都市に

プラスの変化
をもたらす原動力となる。
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全体的な受け入れ準備度
サポートインフラ 知的資本

イベント開催の
「目的」

トップ3〜5は何か?

開催都市（地域または
国）としての

「メリット」
トップ3〜5は何か?

現在が招致に向けた
最適な

「タイミング」
であるという根拠は?

開催都市／地域の政府
はどのような

「基準」
で成果を測るのか?

当該都市／地域は、オリン
ピック、コモンウェルスゲー
ムズ、ユニバーシアードな
どの大型スポーツイベント
を開催可能な会場・施設を
有しているか？

 ◦ 施設が存在しない場合、
都市や州（場合によって
は国）政府による施設整
備事業への積極的な投資
見込みは？

 ◦ 資金調達見込みは？

 ◦ 本事業におけるPPP（官 
民パートナーシップ）手
法の活用方法は？

 ◦ 経済界による整備事業の
支援見込みは？また参加
を促進するためのインセ
ンティブは？

 ◦ 地元や地域社会による整
備事業の支援見込みは？
肯定的な世論を得るため
に必要となる施策は？

当該都市／地域が本イベン
トに求めるレガシー（遺産）
は何か？

 ◦ 当該都市／地域の国内外
における知名度向上が目
的である場合、イベント
開催がどのように目的達
成につながるか？

 ◦ 当該都市／地域がイベン
トを通じて達成を見込む
長期開発目標は？

 ◦ 施設やサポートインフラ
をいかにしてイベント終
了後も利用可能なものに
するか？

 ◦ スタジアムや宿泊施設な
どのインフラをイベント
向けから長期利用向けに
スムーズに転換する上で
必要となる改修事業は？

 ◦ イベントを通じ、当該都
市／地域の地元コミュニ
ティーにもたらされるべ
きスポーツ面でのレガ
シーとは？

 ◦ イベントに関する企画・
資金調達、インフラ整備
などの経験を通じ、当該
都市／地域が将来イベ
ントに活用することので
きる知的資本レガシーと
は？

 ◦ レガシー成果の測定基準
とは？

当該都市／地域は、開催を
検討するイベントの規模に
見合うサポートインフラ（輸
送、仮設住宅、 電気・水道・
ガス、下水設備、通信）を
有しているか？

 ◦ インフラが存在しない場
合、都市や州（場合によっ
ては国）政府による整備
事業への積極的な投資見
込みは？

 ◦ 当該都市／地域の長期的
な成長／開発計画と、上
記で必要とされる整備事
業は整合するか？

 ◦ 当該都市／地域の既存の
長期成長／開発計画を達
成促進する上で、本イベ
ントが果たす役割は？

 ◦ サポートインフラ整備事
業に対する経済界の支援
見込みや、本事業におけ
るPPP（官民パートナー
シップ）手法の活用方法
は？

 ◦ 地元や地域社会によるイ
ンフラ整備事業の支援見
込みは？肯定的な世論を
得るために必要となる施
策は？

当該都市／地域は、この規
模のイベントを開催する上
で必要となる企画、資金調
達、整備を遂行するだけの
知的資本を有しているか？

 ◦ 当該都市／地域において
同規模イベントの招致経
験は？

 ◦ 過去に招致に成功してい
る場合、過去イベントか
ら生かせる教訓は？

 ◦ 過去に招致に失敗してい
る場合の教訓は？

 ◦ イベント開催にあたり、当
該都市／地域が企画、資
金 調達、整 備において
必要とする外部アドバイ
ザリーサービスの内容と
は？

会場 レガシー計画

勝つためにプレーする
都市や地域はどのように招致するイベントを決定すべきか。

都市の長期戦略に適合するイベントをマッチングする

出典：PwC分析
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バルセロナという革新的な
モデル

メガイベントの開催が、都市の資産価
値を向上させ、成長をもたらすという効
果は、長い歴史の中で実証されている。
1960年のローマにおいても、オリンピッ
ク準備のために、新給水システムやホテ
ル、輸送機関の改良、都市景観の改善な
ど多くの事業が行われた。4

バルセロナは、現代においても、短
期間で都市が生まれ変わることができる
ことを証明した革新的モデルとされてい
る。オリンピックがインフラに及ぼす影
響を研究するStephen Essex英国プリマ
ス大学准教授によると、1992年のバルセ
ロナオリンピックは、1976年に発行され
たバルセロナ大都市圏総合プランにおい
て「既に同地域に計画されていた50年に
わたる再開発のペースを速めることに成
功した」としている。5

同准教授は、当時の組織委員会は、「既
に地域プロジェクトがいくつか実施され
ていたため、都市の変革に対する住民の
支持を得ることができていた」と述べる。
同時に、もともと改修予定であった既存
施設の多くがオリンピック主要会場とし
て活用されたのである。また、フランコ
時代の終焉や地域の独自性の高まりを受
け、政府からも大きな支援を受けること
ができた。6

インフラ整備はバルセロナオリンピッ
ク予算の83%を占め、結果、バルセロナの
都市は大きく生まれ変わることになった。7 
都市の革新は企業革新をもたらし、さら 
にその先の社会革新へとつながった。これ 
については11ページの「都市インフラの
進化」モデルに示すとおりである。

世界有数の進化を遂げた都市

1964年の東京オリンピックでは、GNP
（国民総生産）の3.6％に相当する資金が、
港湾の拡張や住居、下水設備、観光施設、
大量輸送網整備を含む再開発事業に投じ
られた。8,9

上記輸送網には、新規高速道路8本、
地下鉄約72キロメートル、モノレール約
13キロメートル、そして東京・京都・大
阪を結ぶ新幹線およそ500キロメートル
が含まれる。10

実にオリンピック予算の95%以上が、
長期開発事業に投資されたことで、東京
は戦後の近代的で豊かな大都市へと変貌
を遂げることとなった。11 PwCの「Cities 
of Opportunity － 世界の都市力比較調
査」では、現在の東京は輸送とインフラ
の質・アクセスの面で世界の上位5都市
にランクインしている。12

一方、1976年のモントリオール大会で
は、会場以外の長期開発に充当した費用
は予算の13%にとどまった。当初の予算
見積もりは3.1億ドルであったが、最終的
には15億ドル近くに膨れ上がり、返済に
約30年を要している。13

メガイベントの開催が、都市の資産価値を向上させ、成長
をもたらすという効果は、長い歴史の中で実証されている。
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2012年のロンドンオリンピックおよ
びパラリンピックがもたらしたレガシー
の一つとして、それまで経済的な開発が
遅れていたイースト・ロンドン地区の再
活性化が挙げられる。大会に関連する約
120億ポンド相当の建設事業は2005年
に開始され、イースト・ロンドン再生に
向けた長期ビジョンに基づき2017年ま
で継続される予定である。1

オリンピックは、ロンドンが金融、文
化、観光、貿易における世界有数の拠
点であることをはっきりさせただけでな
く、クイーン・エリザベス・オリンピッ
ク・パーク（完成には数十年を要し、大
会終了後には新しく欧州最大の都心公
園の一つになるとされている）の開発ス
ケジュールの短縮を実現している。2,3

ロンドンは招致活動中の相当早い段
階から、レガシー計画の策定に着手して
いた。近年のオリンピックでは、レガシー
に対する見方やアプローチが変わりつ
つあり、ロンドンのように長期的視点を
持った計画づくりは、注目すべき点であ
ると言えよう。4

レガシーは自然に生じるものではない

最近では、レガシーについてより現
実的な見方が広まり、「大会を開催すれ
ば、自然に生じるわけではない」という
ことが認識されつつある。次ページに
図示されるとおり、開催都市や地域は、
初期の招致段階、開催地決定後、大会
実施期間中および大会後という全体プ
ロセスの一環として、レガシーの実現 
に向けた取り組みを行うことが求めら
れる。

Oxford EconomicsとLloyds Banking 
Groupの試算によると、2012年ロンドン
オリンピックおよびパラリンピックによる
英国GDPへの貢献は、12年間にわたり収
益ベースでおよそ165億ポンド超とされて
いる。5 ロンドンオリンピック組織委員会は、
スタッフ約7,000人と請負業者約10万社を
採用し、さらに、ボランティア約7万人を
動員して大会を成功させた。6

ロンドン大会の関連事業を通じて経験
とノウハウを蓄積した英国企業は、大会終
了後の1年間だけで2014年FIFAワールド
カップTMブラジル大会、2016年リオデジャ
ネイロオリンピックおよびパラリンピック
において約1.2億ポンド相当の関連事業を
受注し、2014年ソチオリンピックおよび
パラリンピック冬季大会と2018年FIFA
ワールドカップTMロシア大会でも、60件超
の契約を獲得している。7

活性化する中心市街地

およそ2.3平方キロメートルの敷地を有
するオリンピックパークは、大会終了後に
は、国内外から数百万人の観衆が訪れたオ
リンピック会場から、地域の娯楽施設であ
りロンドン全体にとってのアトラクション、
さらに英国のランドマークを兼ね備えた施
設へと転換するように計画された。8 施設の
一部は2013年半ばに一般向けに再オープ
ンし、残る部分も2014年半ばに再オープ
ンされる予定である。

クイーン・エリザベス・オリンピック・パー
クのあるストラットフォードについては、
主要輸送路線10本超、新規地区5カ所、新
設ショッピングエリアを有し、広大な商業
開発（一部はまだ建設中）が実施され、人々

が集まりにぎわう、新たな中心市街地とな
ることが見込まれている。9

英国会計検査院は、大会終了後の報告書
の中で、「オリンピックは、全体としてバ
リュー・フォー・マネー（VFM）をもたら
し、あらゆる合理的な基準から判断した結
果、成功であったと言える」と結論付けて
いる。10

ロンドン大会に先立ち評価を実施した経
済協力開発機構（OECD）は、以下の点を
指摘する。

 ◦  大会開催の効果は、実際の開催前から既
に生じており、その後何年にもわたり段
階的に継続する。

 ◦  イベント自体が成功であると認識された
場合に限り生じる効果や広義のレガシー
もある。つまり早い段階から大会に対す
る関係者の自信を促進し、勢いをつける
ことが、外部からの投資を呼び込み広義
のレガシーを実現することにつながる。

 ◦  レガシーは大会の効果として自然にもた
らされるものではなく、大会前後の投資
が不可欠である。

 ◦  最適なレガシーを実現するためには、大
会自体の準備作業と切り離して、レガ
シー計画の策定に真剣に取り組むことが
重要である。

 ◦  レガシーは、さまざまな地域に異なるプ
ロセスを通じて別個に現れる。イースト・
ロンドン内部の土地・不動産市場におけ
るレガシー実現に必要なプロセスは、よ
り広範囲の地域で労働市場の発展やサ

早期に、継続的に、そして入念に計画されたオリンピックが
イースト・ロンドンにレガシーをもたらした

本文書に含まれる商標はいずれもその所有者のものであり、PricewaterhouseCoopers LLPに帰属するものでもPricewaterhouse 
Coopers LLPが承認したものでもない。
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レガシー計画は全てのフェーズに関係する

プライチェーンの強化を実現するために
必要なプロセスとは異なるものである。

また、ロンドンの周辺地域におけるレガ
シーを意識したプロセスも必要となる。11

イベント開催

競技場・宿泊施設などの準備

ハードインフラ整備

ソフトインフラ整備

レガシー達成

大会の数年前まで、オリンピックがイー
スト・ロンドンの再開発につながるという
考えに懐疑的であったBoris Johnsonロ
ンドン市長も、現在はこうしたレガシーの
重要性を認識している。2012年8月の大
会終了後には、「今回の大会において、私
たちは交通機関や住居、インフラ、スポー

ツ、文化、そして社会的レガシーを獲得
した。今後何十年にもわたり、本大会は
私たちの宝となることだろう」と述べて
いる。12,13
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10.  National Audit Office（UK）, 
The London 2012 Olympic Games  
and Paralympic Games： Post-Games  
Review, September 2012.

11.  Organization for Economic Cooperation  
and Development, Local Development  
Benefits from Staging Global Events：  
Achieving the Local Development  
Legacy from 2012, 2010.

12.  Allister Hayman, “Johnson Unconvinced  
by 2012 Renewal Legacy,” Regeneration 
& Renewal, June 20, 2008.

13.  “Boris Johnson： London’s Olympic  
Legacy ‘Must Harness Team GB  
Momentum,’” Telegraph, August 9, 2012.

早期に、継続的に、そして入念に計画されたオリンピックが
イースト・ロンドンにレガシーをもたらした

出典：PwC分析
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開発に向けた長期ビジョン

これらの事例が示すとおり、メガイベ
ントに向けた整備・再開発事業は、開催
都市の長期的ビジョンとの整合性を保ち
つつ、資源を有効活用しながら実施する
必要がある。14

Thomas Bach国際オリンピック委員会 
（IOC）会長は、立候補都市に対して、 
オリンピック開催とその都市の長期開発
計画やサステナビリティ計画との関連性
や、社会的・文化的背景を明確に説明す
ることを求めるという。こうすることで、
候補都市の関係者の視野を広げ、創造性
が向上されるよう誘導している。15

レガシーの設計・計画策定は、招致お
よび開催プロセスにおける必要不可欠な
要素として、近年その重要性を増してい
る。都市が大会の開催を自らの成長戦略
に最大限に生かすために、開催準備にお
ける開発範囲や規模を、都市の長期開発
計画と整合させていくことが重要と考え
られる。16

国際社会における国家の威信やステー
タス向上といった目標も達成できる可
能 性 が あ る。 例 え ばPwCの「Cities of 
Opportunity -世界の都市力比較」におい
て、北京は都市の国際性や国境を越えた
魅力を測る「ゲートウェイ機能」指標で
3位を獲得しており、ニューヨーク（空港 
から中心市街地へのアクセスで劣る）を
も上回る順位となった。17

本文書に含まれる商標はいずれもその所有者のものであり、PricewaterhouseCoopers LLPに帰属するものでもPricewaterhouse 
Coopers LLPが承認したものでもない。
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2008年に開催された北京オリンピッ
クでは、世界中で過去最多となる約47億
人もの世界中の人々が、開催中いずれか 
の時点において、その様子をテレビで 
観戦していたとされる。18 中国は同大会
を利用し、同国が一流のメガイベントを
開催可能な大国であるということを世界
に示したと言える。

輝ける瞬間

今日、新興国都市によるメガイベント 
開催は、国際舞台で注目を集める手段と
して認識されている。この現象は、「国際
社会デビューのお披露目パーティー」と
表現されることがある。

開催地は、自国の経済発展を世界に宣
伝すると同時に、将来的な投資を呼び込
む機会としてメガイベントを捉えている。19

中国の2008年オリンピックおよびパラ 
リンピック夏季大会開催に続き、南ア
フリカはサッカー 2010年FIFAワールド
カップTM、インドは2010年コモンウェ 
ルスゲームズ、ロシアは2014年のソチオ
リンピックおよびパラリンピック冬季大
会、ブラジルはサッカー 2014年FIFAワー
ルドカップTMに引き続き、2016年夏季オ
リンピックを開催する。

メガイベントの開催準備には、遅延の
許されない期限が存在することから、新
興都市は長期開発のペースを10年また
はそれ以上加速させることになり、これ
に伴い経済成長も促進される。PwCの

「Cities of Opportunity ― 世界の都市力
比較」では、2012年の国境を越えた経済
力ランキングで、北京が世界27都市中
トップであった。20

中国の2008年夏季オリンピック予算
420億ドルの多くはインフラ支出に充当 
され、大幅な拡張を行った新空港や、2路
線の地下鉄しかなかったところから世界
最大級のネットワークへと拡張した大量
輸送機関など、市全体のインフラが改善
された。オリンピック以前の北京の都市
インフラは、先進国の同規模都市と比較
しても格段に遅れていたのである。21

加速する経済成長

世界経済フォーラムによると、公共イ
ンフラへの投資1ドルごとに、GDPが5〜
25セント押し上げられるという。22

一方で、不十分なインフラは都市部で
の事業コストを引き上げ、生産性が最大
40%低下すると見られている。23

2013年ユニバーシアード夏季大会の
開催地となったロシアのカザンは、10年
を要すると見込まれた同市と周辺地域の
新規道路、鉄道、空港ターミナルおよび
通信インフラなどの開発を、わずか数年
間で実現している。

ロシアが地域的・世界的なメガイベ
ントの新たな時代に進んだ理由の一つは 
経済成長である。同国は、2012年アジア 
太平洋経済会議、2013年ユニバーシアード
競技大会、2014年ソチオリンピックおよび
パラリンピック冬季大会を開催し、今後 
はサッカー 2018年FIFAワールドカップTM 

をはじめとするさまざまな世界的・地域的
スポーツイベント（水泳競技、F1TMレース、
アイスホッケー、陸上競技）を開催する
予定である。

中国は2008年オリンピック・パラリンピック大会を通じ、一流メガイベントの
開催能力を有する大国としての地位を確立した。
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Coopers LLPが承認したものでもない。



9 It’s how you play the game

タタールスタン共和国の首都で、人口
数でロシア第8位の都市であるカザンは、
2013年に国際大学スポーツ連盟（FISU）
主催の大学生の国際総合競技大会、夏季ユ
ニバーシアードを開催した。

67カ国から約20万人の学生が集まるカ
ザンは、以前よりユニバーシアード開催に
適した都市であると考えられてきた。初立
候補の2011年大会の開催には落選したが、
2008年に2013年大会の開催に再立候補
し、招致に成功した。

FISUのStefan Bergh副会長によると、
メドベージェフ・ロシア首相による国家的な
支持が、カザンの特定に貢献したとされる。
同氏は、「2013年ユニバーシアード夏季大
会へのカザンの立候補について、ロシア首
相とタタールスタン共和国の指導者の支援
があったことは極めて重要である。これは、
ロシア全土がカザンへの招致を支持してい
たことを意味し、カザンに対して好印象を
持っている」と述べた。1

ユニバーシアード大会では、同市は165
カ国から13,000人の選手と15万人を超え
る観客を受け入れた。また、ロシア内外か
ら約2万人のボランティアが訪れ、大会の
組織・実行を支援している。その多くは、
過去のユニバーシアード大会で活動の経験
を積んだ人材であったと見られる。

カザンからソチへの教訓

ロシア当局はカザンでの開催体験につ
いて、ビザ発行から参加選手の交通手段、
マーケティングに至るまで幅広く、成功・
失敗事例の評価を実施したと言われる。こ
れにより、カザンの教訓は学習体験として

2014年ソチオリンピックおよびパラリン
ピック冬季大会に生かされている。

同市は、2015年世界水泳選手権の開催
地でもあり、また、サッカー 2018年FIFA
ワールドカップTMの開催地となるロシア10
都市の一つでもある。これらイベントの準
備に向け、カザンは現在、大規模なインフ
ラ開発構想を描いている。

国、地域、都市の政府機関が、2014年
ソチオリンピック・パラリンピックおよび 
サッカー 2018年FIFAワールドカップTM 

に向けた施設や交通機関の改善を進めて 
おり、2018年までのインフラ総支出は、
拡大を続けるロシアGDPの7%を占めるも
のと予想される。2

開発を進める原動力

2013年 カザン大会前組織委員長の 
Vladimir Leonov氏によると、カザンと 
周辺地域はユニバーシアード開催のため、
新しい道路、鉄道、通信インフラなどが 
短期で必要となったことから、10年を要
する規模の開発事業を数年間に短縮して
実現している。現在では空港施設内にビジ
ネスクラス向け新ターミナルが設けられ、
2018年ワールドカップに合わせて別ター
ミナルが完成する予定である。最終的には、
改修後の空港は年間旅客約300万人が利用
できる規模となる。同空港とカザン中心部
はすでに新たな鉄道で直結され、カザンの
西約724キロの距離に位置するモスクワま
では高速鉄道が整備されている。

Leonov氏は、「ユニバーシアードのた
めに進められた施設やインフラの整備・改
修事業の多くは、もともと、都市や地域の

長期開発戦略において計画されていた
ものである。しかし、ユニバーシアード
はカザンとタタールスタン共和国全体に 
とり、開発を加速する強力な原動力と
なった」と述べる。

Leonov氏はさらに、「タタールスタ
ン共和国の開発戦略では、カザンをス
ポーツハブとして成長させ、ロシアにお
ける「スポーツ首都」とすることが掲げ
られている。ユニバーシアード向けにス
ポーツ施設の整備が進んだ結果、同共和
国には主要な国際スポーツイベントを開
催する能力が十分備わり、経済成長の促
進と投資誘致に必ず寄与すると考える」
と付け加えている。

ユニバーシアード：カザンの強力な成長原動力

13,000
165カ国から参加した
競技者数

150,000
来場者数

20,000
ロシア内外からの
ボランティア数

1.  Kazan 2013 Executive Directorate, 
Media Department.

2.  Thomas Grove, “Russia’s $50  
Billion Olympic Gamble,” Reuters  
News, February 20, 2013.
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10万人以上の観客を動員したサッカー
2010年FIFAワールドカップTMの開催地で
ある南アフリカにおいても、道路・空港・
鉄道などの大規模開発が実施され、経済
成長の加速化が見込まれている。当時の
事業には、国内で約100年ぶりとなる飛
行場の建設や、ヨハネスブルグとプレト
リアを結ぶ全長約80キロの高速鉄道など
が含まれていた。24, 25

同国では、人気の高いワールドカップ
を招致する前に、1990年代と2000年代
の20年間にわたり複数の小規模イベント
を開催し、経験やノウハウといった知的
資本の蓄積を進めていた。

メガイベントを成功裏に開催した他の
多くの都市と同様、南アフリカの経験は、
過去のイベントからの教訓を理解し活用
していくことの重要性を示している。

行動から学ぶ

南アフリカが過去に開催したイベント
には、1995年ラグビー・ワールドカッ
プ、1996年アフリカネイションズカッ
プ（ サッカー）、1996年ワールドカッ
プ・ゴルフ、1998年陸上ワールドカッ
プ、2003年クリケット・ワールドカップ、
2003年プレジデントカップ（ゴルフ）、
2005〜2008年ワールドカップ女子ゴル
フ大会、2006年障がい者水泳世界選手
権、2007年Twenty 20世界選手権（クリ
ケット）、2009年FIFAフェデレーション
ズカップTMなどがある。26, 27

小規模イベントの開催を成功させるこ
とは、都市や地域の知名度を向上させ、 
将来より注目度の高いイベント招致に向
けた重要なステップとなるのである。

恒久的な貿易拡大の可能性

サンフランシスコ連 邦 準 備 銀 行 の 
エコノミストであるMark Spiegel氏と 
カリフォルニア大学バークレー校のエコ
ノミストであるAndrew Rose氏は、メガ
スポーツイベントの招致活動という行為
自体が、より国際的にオープンな貿易政
策に移行する意思を対外的に示すことに
つながり、そうした政策の転換は、同国
の貿易取引を恒久的に拡大させることに
もつながると言う。両氏は、2011年6月
発表の論文において、196の地域を対象
に1950年から2006年までの経済発展を
分析した結果、オリンピックやFIFAワー 
ルドカップTMなどのメガイベントの開催が、
貿易取引の20%超の恒久的拡大につな
がっていると発表した。さらに、招致活
動で落選した場合においても、類似の効
果が貿易にもたらされたというのである。28

また招致活動は、ニューヨーク市によ
る2012年夏季オリンピック開催立候補に
見られるように、都市開発のてことなる
こともある。本大会の招致に成功したの
はロンドンであったが、ニューヨークは
この招致活動がきっかけとなり、大型の
都市再生構想に着手できた。これは大量
輸送機関の改良、手頃な価格の住居や公
園、レクリエーション施設および商業用
不動産開発を含む、市内7地区の再開発
に重点が置かれたもので、招致が実現す
る、しないにかかわらず、構想実現に向
けた取り組みが進められたのである。29

候 補 都 市 の 審 査 プ ロ セ ス に よ り、
ニューヨーク市は都市の将来像を形にす
る機会を得ることができた。オリンピック 
計画の策定を通じて市内の地区全体が再
生され、これまで十分活用されず荒廃し
ていた産業回廊への官民による新規投資
に弾みをつけることとなった。

メガイベントの開催準備には、遅延の許されない期限
が存在する。新興都市は長期開発のペースを10年ま
たはそれ以上加速させることになる。
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生存
水・住居など、人間が生存するた
めの基本的なニーズを満たす最低
限の都市インフラ。

基本
医療、初等・中等教育、市内・周辺
地域への交通機関、家庭や企業への
電力供給など、より基本的ニーズを
満たすインフラ。

先進的
大量輸送機関、商業用資産、技術、
グローバルなつながり、大学での高
等教育と研究、人的被害を回避する
ための自然災害のリスク管理（洪水
対策など）の強化など、経済成長、
生産性、競争力、経済効率を高める
ことに軸を置くインフラ。

生活の質
高齢者介護、公園、娯楽および文化 
資産、環境インフラなど、生活の 
質と持続可能性のあらゆる側面を 
改善し、さらに高度な人間のニーズ
に応じるインフラ。

受動的： 
需要に追いつくのに必死。 
生活、仕事、ビジネスの面で 
魅力度の低い都市

能動的： 
需要曲線に先駆け 
開発ペースを設定。 
生活、仕事、ビジネスの面で 
魅力度が増した都市

基本的な
住居

水 露天 排水と下水

病院

道路
バス

タクシー

学校電力

自然災害の
リスク管理

大量輸送機関

航空
鉄道

海上輸送

商業用
資産

技術

教育と研究

環境に優しい
生活

公園

環境

文化

娯楽

高齢者介護

出典：PwC, Cities of Opportunity： Building the Future, November 2013

都市インフラの進化の4段階
インフラの進化と併せて成長するためには、長期の計画が必要となる
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洗練されたサンフランシスコの勝利：アメリカズカップ

一般に3年から5年ごとに開催される
国際的なヨット競技レースであるアメリ
カズカップでは、優勝者が次の開催地を
決めることができるが、選ばれた開催地
は自己のイベント開催能力を証明しなけ
ればならない。

サンフランシスコの場合、サンフラン
シスコ湾は、ヨット競技に最も適した場
所の一つとして世界に認められており、
市内ではイベントや選手、観客を受け入
れるインフラが整っていた。また、同湾
はゴールデン・ゲート・ブリッジに一部
囲まれた自然のスタジアムのような環境
で観戦できるという特徴もあった。

域内の政府機関や企業向けに研究・
分析業務を提供する非営利団体、Bay 
Area Council Economic Instituteに
よると、2013年夏のレースはベイエリ
アに5億5,000万ドル超の経済効果をも
たらしている。

この他にも、インフラ開発の加速や、
サステナビリティに関する新基準の導
入、将来より人気の高いイベント招致に
向けて経験を積むことができたことなど
が、第34回アメリカズカップのレガシー
として考えられている。1

世界中からの観客動員

アメリカズカップは、観客70万人超
を動員し、新規雇用創出約4,000件、税
収670万ドルに寄与したとされる。また、
国際メディアのテレビ中継により、200
カ国以上でサンフランシスコの様子が放
映された。2

本イベントの資金調達を担当した非営
利グループ、アメリカズカップ組織委員会
CEOのKyri McClellan氏は、「当イベント
は国際舞台における同市の地位向上に大
きく貢献した。市の職員・指導者たちは、 
地域社会への貢献やレガシーの最大化を目
指して計画・準備を行い、多くを学ぶこと
ができた。この経験を生かして、サンフラ
ンシスコは今後、スーパーボウルやオリン
ピックなど、より知名度の高いイベント招
致に取り組むことができるだろう」と述べ
ている。

アメリカズカップ開催を通じて市や地域
当局が学んだ財務・インフラ・物流などに
かかわる教訓を生かすことで、今後のイベ
ント招致がより現実的になると期待される。
実際、2013年半ばには、ベイエリアは
2016年スーパーボウルL（第50回スーパー
ボウル）の開催地にも既に選ばれている。

サンフランシスコにおいて、アメリカズ
カップの開催準備は、レースの約2年前か
ら始まった。アメリカズカップ組織委員会
のMark Buell委員長によると、同大会では
レースを可能な限り沿岸に近づけ、ファン
が間近で観戦できるようにするという、ア
メリカズカップ162年の歴史上初めてとな
る試みが行われた。実務上、さまざまな課
題も生じたが、運営関係者の努力によって
実現に至ったのである。同氏は、「今回の
ようにベイエリア全体を巻き込むイベント
の開催は、サンフランシスコにとって初の
挑戦であった」と語る。

アメリカズカップを運営するAmerica’s 
Cup Event Authorityの CEO、Stephen 
Barclay氏も同意する。今回のレースは岸
辺にいる観客の「手が届く距離」を実現し

たことが、ファンとの交流のあり方を変え
たと述べる。

ファンの歓声

Buell委員長は、「アメリカズカップをス
タジアムにいるような感覚で観戦すること
は、ファンにとって初めての体験だった」
と述べる。従来、競技は約5キロ沖の開放
水域で実施されてきたため、観客にとっ
て遠目でレースの行方を追うことは困難で
あった。同氏は、「現在ではファンはレー
スを間近に見ることができ、選手もファン
の歓声を耳にすることができる」と付け加 
えた。

サンフランシスコ市長室によると、ア
メリカズカップ開催がもたらした主なレガ
シーは以下のとおりである。

・交通
San  Franc isco  Metropo l i tan 
Transportation Agency（SFMTA）は、
アメリカズカップのレガッタレース期間
中、交通輸送に関する観客の多様なニー
ズに対応した。以後、SFMTAはイベン
ト対応の特別チームを組成し、サンフラ
ンシスコで開催される大型の（同時開催
されることも多い）イベント時に、その
都度、最適な対応策を立案している。

・サステナビリティ
サンフランシスコ港は、アメリカズカッ
プに先立ち、ウォーターフロントのイベ
ントでの使い捨てペットボトルの使用を
禁止するなど、廃棄物ゼロのイベント方
針を打ち出した。本方針は将来のイベン
トにおいても港湾内での廃棄物ゼロを順
守するよう規定している。
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さらに、サンフランシスコ港は新規に船
舶陸電受電設備を乾ドック工業施設に設置
することで、イベント関連の排ガス量を相
殺し、ウォーターフロントの近隣住民に配
慮している。

・インフラにおけるレガシー
レースに先立ち完成した複数のウォー
ターフロント整備事業は、今後数十年に
わたり地域に恩恵をもたらすと考えられ
ている。当該プロジェクトには、フィッ
シャーマンズワーフ、43番埠頭公園、
19番埠頭および23番埠頭、マリーナグ
リーン、ブラナン通り埠頭の改良などが
含まれる。アメリカズカップの主な観客
席の一つとして利用された27番埠頭は、
現在では市のクルーズ船ターミナルと
なっている。

・国際社会におけるステータス
アメリカズカップは世界中で放映され、
サンフランシスコという都市を印象付け
るとともに、魅力的な旅行先・観光地と
してのイメージアップにつながった。

2013年のレースの成功を受け、サンフ
ランシスコ市はすでに2017年開催予定の
第35回アメリカズカップの開催地にも立候
補している。

洗練されたサンフランシスコの勝利：アメリカズカップ

ベイエリア全体を巻き込むイベントの開催は、サンフランシスコにとって初の挑戦であった。
 — Mark Buell, Chairman, America’s Cup Organizing Committee

1.  Bay Area Council Economic Institute,  
The Economic Impact of the 34th  
America’s Cup in San Francisco,  
December 2013.

2.  Ibid.
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都市は、高い生活の質を維持するため幅広い社会目標を打ち立てる足掛かりとして、
メガイベントを活用する。

本取り組みには、市民と地域グループ、
官民組織、地方公共団体など多くの機関
の連携を必要とした。30

米国Lake Forest Collegeの経済・ビジ
ネス学教授Robert Baade氏は、メガイベ
ント開催と地域社会による支援を一体化
させることの重要性を指摘する。メガイ 
ベント開催は、通常ではあまり関係の 
ない政治主体が互いに協力し、連携しな
がらインフラ整備を支援・推進できる、
特別な機会である。31

厳しいスケジュール

ニューヨーク市はもともと総合開発計
画を策定していたが、厳しいスケジュー
ルが設定されたオリンピック招致プロセ
スを、計画を一層推進する原動力として
活用した。2005年、ロンドンがオリンピッ
ク開催地に選定された後も、ニューヨー
ク市は都市再生を継続的に推進し、その
多くが今後10年以内に完了する見込みで
ある。32

メガイベントの招致活動に本格的に取
り組むことで、都市は自己の長期目標を
あらためて評価し、将来に向けて戦略的
に計画策定することが可能になる。33マン
チェスターも同様である。グレーター・
ロンドン地区に次ぎ英国で2番目に人口
の多い地域に位置する同市は、2002年
にコモンウェルスゲームズを開催し、こ
れを機に経済的に劣る近接区域の再活性
化と、特に未経験者を対象とした雇用拡
大を実現した。34

招致活動に先立ち、都市は11ページに
示されたPwCのインフラ進化段階におい
て、都市が現在どの段階に該当するかを
評価することができる。

基本的な「生存」段階から、最も優れ
た「生活の質」までの各段階により、都
市は自己の長期開発目標と目指すべき進
化段階を確認し、これらの目標と妥当な
メガイベント（またはより小規模なイベン
ト）をマッチングすることが可能である。

このインフラ進化段階は、都市の経済
規模が、低・中・高所得へと発展するに
つれ前進する。進化の末端に位置する都
市では、住居や水道水など人間の存在に
不可欠な設備への要求に対応するために
苦慮している状況もあり得る。

所得の増加に従い、基礎的インフラ支
出には、公衆衛生、病院、診療所から、
学校、送電、基本的輸送機関まで、個人
的および社会的な両方のニーズが含まれ
ることになる。所得水準がさらに高まる
と、支出が増加し、最も洗練された包括
的形態の近代都市へとつながるセクター
が含まれてくる。35

相乗効果

富の増加に伴い、国はインフラへの支
出を拡大することが可能となる。全ての
国がインフラ支出を優先事項と捉えてい
るわけではない。ただインフラ投資を優
先事項としている国々では相乗効果とし
て、追加で5〜25％の経済成長が生みだ
されている。36

なお、先進的発展段階には、高等教育
および研究、技術、大量輸送、航空輸送、
鉄道、海上輸送、商業用資産（オフィス、 
ビジネスパークなど）、自然災害対策 
インフラ（洪水対策など）が含まれる。
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リサーチ会社Oxford Economicsによ
ると、年収1万〜3万ドルのブラジル中間層
世帯は増加を続けており、2020年までに
3,500万世帯を上回る予想である。過去数 
十年間にわたる政治・社会・経済情勢の 
改善により、ブラジルは経済的に安定した
民主主義国家としてのイメージを定着させ
つつあり、所得格差は歴史的高水準にある
ものの、是正に向けて実に堅実に取り組ん
でいる。1

現在、ブラジルはサッカー 2014年FIFA
ワールドカップTMと2016年リオデジャネ
イロオリンピックおよびパラリンピックな
ど、人気の高いメガイベント開催を通じて、
国際的なイメージアップをはかり、南アメ
リカ経済へのゲートウェイとしての地位を
確立すべく模索している。2016年リオオ
リンピックおよびパラリンピックは、南ア
メリカで開催される初めてのオリンピック
大会となる。

リオデジャネイロは、ミリタリー・ワー
ルド・ゲームズを2011年に開催した。こ
れは、国際ミリタリースポーツ競技会

（CISM）が企画する、軍所属アスリート
のための多種目スポーツイベントである。 
また、2012年には持続可能な開発に関す
る国連会議、リオ＋20を開催するなど、
大型イベントの開催経験は豊富である。
2013年のリオカーニバルでは観光客数が
200万人（2004年）から600万人超に増
加しており、その優れたイベント企画・運
営能力が称賛されている。2

メガイベント開催に向けた膨大な準備の
結果、近年のリオデジャネイロは、安全保
障から交通機関、都市再生と、多くの面で
変貌を遂げている。同市が「都市インフラ

の進化（11ページ参照）」過程を進むに伴い、
住民はこれまで以上の公共サービスを期待
するようになった。社会問題への政府対応
を求める2013年半ばのデモ活動も、この
傾向を示したものと考えられる。

全体として、ブラジルは多様なセクター
において急速なインフラ開発を進めよう
としているが、課題も当然多く存在する。
資金不足については、政府は民間セクター
との協働により対応しようとしている。

巨額の投資

実際には、数百件もの官民インフラプロ
ジェクトが進行しており、民間セクターと
の連携事業は、オリンピック予算の70％を 
占める。また、ブラジルは政府投資による
成長加速プログラムの一環として、今後10
年の間にエネルギー、住宅、交通インフラに 
1兆ドル近くを投資するとしている。ラテン 
アメリカ最大の経済国であるブラジルは、 
対内直接投資（FDI）額において、2012年、
中国と米国に次ぐ世界3位となる650億ドル
を獲得している。3

2012年12月、ブラジル政府は地方空港
インフラ計画（35億ドル）を発表し、従来、
空港のなかった地方に新地方空港130件超
の整備を要請した。目標は、人口の96％超
が空港から100キロメートル圏内に居住で
きること、としている。4

政府は、道路、鉄道、港湾、空港、ホテル、
通信、エネルギー、安全保障などの広範囲
におよぶインフラ投資は、同国の将来発展
に大きく貢献するものと見込んでいる。

Sérgio Cabralリオデジャネイロ州知
事は、イベント開催による「永続的なレ
ガシー」を通じ、「リオはこれまでと全
く異なる都市、異なる州に生まれ変わる
であろう」と述べている。

一体化したレガシー

レガシーの構築は、メガイベントの実
施に求められる厳しいスケジュールによ
りその実施が加速される。連邦・州・地
方政府間の緊密な連携が促進され、経済
的・物理的・社会的に一体化したレガシー
の達成に向けた協働が進むからである。
Eduardo Paesリオデジャネイロ市長に
よると、リオはワールドカップとオリン
ピックの準備に向け、「わずか5年の間に
40年分に相当する投資」を実行してい
ると言う。

同市長は、オリンピックとワールド
カップは「市が望み、必要とする根本的
な変革を遂行するための唯一無二の機
会である」と述べる。リオが投資する事
業には、貧民街の再生、バス高速輸送、
港湾地域再活性化などが含まれ、経済
的に貧しい人口に寄与するとされる。
Paes市長は、「自身にとっての最大の関
心事は、生活の質の向上というレガシー
をリオに残すことだ」と言う。

短期間で長期プロジェクトを遂行するブラジル

1.  Roberto Setubal, “The Opportunities and  
Challenges for President Dilma Rousseff,”  
Americas Quarterly, Spring 2011.

2.  David Lavin, “No, Rio Won’t Screw Up 
the Olympics,” Atlantic, March 1, 2013.

3.  OECD, FDI in Figures, April 2013.

4.  Centre for Aviation, “Brazil announces  
regional airport infrastructure investment  
plans,” December 21, 2012.

5.  PwC, Innovative Strategies for Sustainable 
Urban Competitiveness, February 2014.

本文書に含まれる商標はいずれもその所有者のものであり、PricewaterhouseCoopers LLPに帰属するものでもPricewaterhouse 
Coopers LLPが承認したものでもない。
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都市の各組織は高度な発展に伴い、将
来を見据えて、継続的経済発展と持続的
成長を促進する計画プロセスにコミット
しなければならない。37

このような計画策定プロセスを通じ
て、都市は経済成長の最終段階へと進み、
その優れた生活の質が世界的に認知さ
れるレベルに達する。そこでは文化やレ
ジャー、公園、環境への十分な配慮、生
態学的に存続可能な生活、高齢者介護の
堅固な制度などのあらゆる要素が考慮さ
れた、21世紀における質の高い都市生活
のあり方が形作られるものと考えられる。38

多様な社会目標

今日、多くの都市や地域は経済的な繁
栄にとどまらず、住民の健康や教育、雇
用環境、地域社会の一体化、住居ニーズ、
安全保障、持続可能性など、極めて多様
な課題に取り組んでいる。39

都市や地域は、高い生活の質を維持す
るため幅広い社会目標を打ち立てる足掛
かりとしてメガイベントを活用している。
例えば、2015年パンアメリカン競技大会
の開催地であるトロントでは、本イベン
ト開催を地域社会の一体化・活性化へと
つなげるべく、レガシー計画にすでに着
手している。40

同様に、カタールのビジョン2030は、
経済・人間・社会・環境開発を含む大胆
な計画であるが、そのビジョンは同国で
開催されるサッカー 2022年FIFAワールド
カップTMのレガシー計画にも組み込まれ
ている。

2012年に、世界経済の発展、農業、貧困、
健康の研究に従事する医師兼統計学者で
あるHans Rosling氏は、アラビア半島に 
位置する同国について、「まれにみる
近代化である」と称賛を寄せている。41  
カタールは競争力の面で中東第1位の経
済大国、また世界経済フォーラムの分析

では世界148カ国中13位に格付けされて
おり、石油とガスへの依存から知識集約
型経済への変換を目指す。42, 43

カタールは、2006年アジア競技大会、
2011年パンアラブ競技大会およびアジ
アサッカー連盟主催のアジアカップの開
催時に、中東におけるスポーツ・レジャー
ハブとしての地位を確立するための取
り組みを開始していた。44 同国は今後、
2013〜2018年の間にインフラ事 業に 
さらに2,000億ドル超の投資を予定して
いる。

能力ある人材の重要性

しかし、レガシーには物理的なインフ
ラにとどまらず、インフラ整備の “手法”
に関する付加的ノウハウや専門知識も含
まれる。さらにはインフラを長期にわた
り管理、維持、運営していくノウハウや
知識が極めて重要であり、人材の能力を
軽視することはできない。

実現に必要な要素

・インスピレーションを与えるリーダーシップ

・レジリエントな都市ブランド

・社会的知性

・イノベーション

・資金調達および財務管理能力

・協力連携体制

・優先順位および実行計画策定

・プログラムおよびプロジェクト管理

・徹底した成果測定およびリスク管理

・簡素化および合理化された組織

戦略実行の成功

成果

外部利害関係者

内部利害関係者

明確で大胆な、広く
共有されたビジョン

都市のビジョン実現に必要な要素

出典：PwC分析
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能力ある人材は、ボランティア活動に
おいても重要である。2014年ソチオリン
ピックおよびパラリンピック冬季大会に
おいて、あるレポーターは動員されてい
たボランティア2万5000人について「笑
顔が絶えない」と評した。

従来、ボランティアは宿泊や食事を自
身で手当てしなければならなかったが、
ソチ組織委員会は優れたボランティアの
獲得に向け、オリンピック史上初めて、
宿泊・食事を提供する試みを実施して 
いる。45

究極的にはメガイベントは5年から7年
にわたり、大型再生事業を提案、計画、
実施するという他に類を見ない機会を
地域に提供するものである。46 Dmitry 
Chernyshenko組織委員会CEO兼委員長
は、「環境保護にかかわる新基準の導入
から障害者の一般社会への統合推進策に
至るまで、本大会を開催したこと自体が、
大きな経済・環境・社会的変革につながっ
ていることは明らかである」と述べた。

2014年ソチオリンピックおよびパラリ
ンピック冬季大会では、道路・橋梁およ
そ354キロメートルや鉄道線路およそ201
キロメートルの新規整備に加え、空港、 
送電網、通信インフラ、公衆衛生シス 
テムの改修が実施されたことにより、イン
フラ整備が数十年前倒しされたと言われ
ている。47

PwCの調査では、都市の長期的発展の
ためには、その成長を継続的かつ効果的
にマネジメントすることが不可欠である
と示されている。適切なマネジメントな
くしては、都市や地域は高まる都市化の 
波による想定外の結果に押し流される 
可能性がある。

新しい可能性の領域へ

適切なマネジメントを行うことにより、
都市や地域は新しい可能性の領域へ進む
ことができる。インフラ進化の「基本」
段階からその先の「先進」段階へと、進
化する機会が得られるのだ。一方、計画
性を欠いた成長は、都市や地域に経済・
社会・環境面での問題を生じさせる。48

16ページに示されるように、地域の可
能性を100%発揮するためには、経済・
社会・環境などの課題に率先して、一体
的に取り組むとともに与えられる機会を
最大限に活用し、その効果を長期にわ
たって持続させる方法を検討していくこ
とが求められる。ここで言う「機会」には、
大型国内または国際イベント（メガイベ
ント・メガではないイベント）の開催も 
含まれる。政府の指導者は、都市や地域
の競争力を評価・向上させるため、十分な
情報収集に基づき、意思決定をしていく
必要がある。
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2014年2月2日のスーパーボウルXLVIII
は、1億1100万人以上の視聴者がテレビ
観戦し、本大会は米国史上最高のテレビ
視聴率を記録したイベントとなった。1

毎年人々が待ち望む、人気の高い本
イベントの開催地決定に関して、ナショ
ナル・フットボール・リーグ（NFL）は、
極めて具体的な基準を設定している。
NFLのFrank Supvitz担当上席理事長に
よると、選定基準には以下が含まれる。

 ◦ 国際水準の競技場

 ◦ 地元および地域政府、経済団体、ファ
ンからのイベントに対する幅広い支持

 ◦ 選手、スタッフおよびイベント会場を
訪れるファンを収容するインフラ（施
設、交通手段、ホテル客室など）

PwCの分析では、これらの基準を満
たす都市や地域は、経済効果やその他の
直接的または間接的効果を享受できる傾
向にあることが示されている。直接的な
経済効果には、NFL、企業、観光客、メディ
アなどによる地域内の宿泊、交通、飲食、
娯楽、ビジネスサービス、その他のもて
なし、観光への支出が含まれる。

加えて、都市や地域がインフラを改良
し、スーパーボウルの人気を利用して他
のイベントやビジネス／観光客を誘致す
ることで、長期的な間接的効果につながる。

大きな勝利

「両州にとって大きな勝利であった」
と、ニューヨーク／ニュージャージー・

スーパー・ボウル運営委員会のAlfred F. 
Kelly, Jr. 理事長兼CEOは言う。いずれの
州も単独ではイベント開催に必要な基準を
満たさなかったため、本大会はスーパーボ
ウル史上初の2州による共同開催となった。

同氏によると、国際水準の競技場と練習
施設はニュージャージー州が提供し、チー
ム（ニュージャージーに滞在）、スタッフ、
ファン、メディア、観客に必要となるもて
なしは両州で提供した。また、ニュージャー
ジーとニューヨーク両州および地方政府機
関が、当初から積極的に支援・協力を行っ
ている。「私たちは、地元の運営委員会お
よび地方政府と緊密に連携することで、開
催都市が国や世界に対し宣伝したいことを
理解するようにした」とSupovitz氏は言う。

試合以外にも、スーパー・ボウル・ウィー
ク中にニューヨークとニュージャージー両州
において実施された多彩な関連イベントに
より、一般的には同地域の観光のオフシー
ズンとみなされる時期に数千人ものファン
を呼び寄せることに成功した。「開催地域と、 
地域を象徴するあらゆる要素を紹介できる
理想的な機会を得た」とKelly氏は述べる。

インフラ整備の加速化

「スーパーボウルは、開催地域における
重要な再生事業を進める上での、明確な「期
限」を与えてくれる‐開催期間中の膨大な
メディア報道により、このような事業が促
進されるのである」とSupvitz氏は語る。

また、同氏は最近スーパーボウルを開催
したインディアナポリスとニューオーリン
ズの例にも触れて語った。

インディアナポリスでは、企業と政府か
ら資金を確保し、市内のニア・イースト・
サイド地域の都市再生を実施する中で、住
民と訪問客向けの恒久的なイベント用ス
ペースをスタジアム近くに整備した。一方、
ニューオーリンズでは、スーパーボウルに
間に合うように、路面電車で観客をスタジ
アムから1ブロックの位置まで輸送するた
めの新路線整備を発表している。

ニュージャージーでは長期の鉄道駅拡張
計画の一環として2003年にコンクリート基
礎が整備されていたが、今回のニュージャー
ジー・トランジットによる同州セカーカス駅
プラットフォームへの延伸により、大量輸送
機能が改善し、輸送能力が20％向上した。2

複雑な実施計画

Kelly氏は、スーパーボウルXLVIIIの天
候に対する懸念について、「私たちの目標
はあらゆる事態に備えることである。さま
ざまな可能性を考慮した上で、多様な危機
管理計画を作成した」と述べた。最終的に
は、試合当日は穏やかな天候に恵まれ、危
機管理計画実行の必要性に迫られることは
なかった。

また、同氏は、スーパーボウルXLVIIIが
2州にまたがるものであったことから、実施
計画は「過去のいかなる試合よりも複雑」 
であったと述べている。Kelly氏率いる 
チームはニュージャージー州警察の主導の
下、ニューヨーク市警察、ニューヨークお
よびニュージャージー港湾局、メトロポリタ
ン・トランスポーテーション・オーソリティ、
ニュージャージー・トランジット、米国国土
安全保障省など、50以上の地方および国家
機関と協働し、安全管理にあたったという。

スーパーボウルXLVIII： 歴史を作り、レガシーを築く
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持続するレガシー

Kelly氏は、スーパーボウルXLVIIIがも
たらす直接的・間接的な地域経済への効果
は、数億ドルに達すると推定する。一方、
同イベントにより、「大型イベントの開催に
ついては同地を」といった地域の評判が確
立されていることを願っている。ニューヨー
クとニュージャージーの地方・地域政府か
らの多大なる支援と協力を得て両州が膨大
な準備を行い、イベントを成功におさめた
ことは、今後の大型イベント招致に向けた
足掛かりとなる。これは、持続するレガシー
の一つである。

NFLのSupvitz氏は、「スーパーボウル
の開催都市になること自体がレガシーであ
る」と述べ、スーパーボウルの48年の歴
史をふり返ると、知名度を上げた開催都市
は、その後も他のスポーツイベントや企業・
業界団体等が主催する会議や各種コンファ
レンスを誘致することに成功しており、新
たなビジネスを呼び込んでいる、と付け加
えた。

同氏は、「ニューアークとジャージーシ
ティーの両都市はすでにスーパーボウル開
催を利用して両都市のイメージアップをは
かり、新たな訪問客を惹きつけている」と
述べる。ニューアークはスーパーボウル・
メディア・デーを開催し、国内外のレポー
ターを試合開催の1週間前に招き、選手
へのインタビュー機会を提供した。一方、

ジャージーシティーには、シアトルシーホー
クスおよびデンバーブロンコスの両チーム
が滞在している。

知的資本の活用

2012年スーパーボウルXLVIの開催地、
インディアナポリスは、何十年にもわたり
毎年の恒例となっているインディアナポリ
ス500や1987年パンアメリカン競技大会
など、人気の高いスポーツイベントを積極
的に招致・開催している。同市は、大学バ
スケットボール大会「マーチ・マッドネス」
を幾度も開催すると同時に、ゴルフ、ダイ
ビング、体操、陸上の競技会についても多数、
開催してきた。3

インディアナポリスはモデル事例と言え
る。当該事例により示されることは、スー
パーボウルのように大規模な資本・リソー
スの投入と、多様な関係者による長期的な
コミットメントを促進する大型イベントを
開催することによって、都市は多くの知的
資本を培うことができるということである。
都市や地域政府が地元ビジネス界と連携す
ることにより蓄積された知的資本は、商談
や会議、展覧会など、スポーツに限らない
さまざまなイベント機会に将来活用してい
くことができるのである。

スーパーボウルXLVIII： 歴史を作り、レガシーを築く

1.  Bill Carter, “Seahawks-Broncos 
Super Bowl TV Ratings Top 111 Million,” 
The New York Times, February 3, 2014.

2.  Mike Frassinelli, “To Make it  
Super, Meadowlands Train Needs  
Longer Platform, Says NJ Transit,” 
The Star-Ledger, March 20, 2013.

3.  Larry Olmstead, “Super Bowl  
XLVI’s Real Winner? Indianapolis,”  
Forbes, February 6, 2012.

スーパーボウルの開催都市になること自体がレガシーである。
—Frank Supovitz, NFL Senior Vice President, Events
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当局は、2ページに示されたPwCの「勝
つためにプレーする」の枠組みを利用し、
長期発展を遂げる上での優先事項と特定
のイベントをマッチングすることにより、
都市や地域の長期的成長と発展の優先順
位に基く最適なイベントを決定していく
ことができる。イベントにはオリンピック 
など知名度の高い世界的なものから、 
小規模な地域・国内イベントまでが含ま
れる。

政府は、いかにイベント開催を都市の
長期的な成長戦略のてことして活用でき
るか、またその成果をいかにして評価す
るかを明確に理解したうえで、「成果志
向」のイベント招致を行うべきである。

開催地に選定されるためには、包括的
な計画策定と連携体制が必要になる。そ
の第一歩は、施設やインフラ、催し物など
の詳細計画に対する地方・州・中央政府
および民間パートナーからのコミットメ
ントを取り付け、強いリーダーシップを
明示することである。もちろんそれだけ
ではなく、立候補地域は審査員の関心を
惹きつけるだけの知名度も要求される。

開催の撤回は許されない

メガイベントを開催するには、極めて
洗練された専門知識が必要となる。また、
大規模な資本やリソースの投入、多様な
関係者の長期的コミットメントも求められ
る。従って、メガイベントの開催を容易
に請け負うことは控えなければならない。

一度選考プロセスが終了すると、撤回
はもはや許されない。結果、選定された
都市や地域では過去のイベントで経験を
積んだ専門家による支援が必要となる。
このような経験は、各都市や地域におけ
る知的資本レガシーの基礎となり、以降
の招致を容易にすると同時に、国際社会
におけるプレゼンス向上にもつながる。

開催都市の関係者は、どのような成果
をイベント開催の目標とするのか、十分
に検討する必要がある。PwCの分析結果
が示すのは、適切に計画・実施されたメ
ガイベントは、広範囲にわたる他の活動
を刺激し、都市の長期的な経済的・社会
的成長に貢献する可能性を秘めていると
いうことである。
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PwCのGlobal Centre of Excellence for Sports Mega Eventsによる主なスポーツイベント支援実績

2020年　FIFAワールドカップ（カタール）

2018年　オリンピック・パラリンピック冬季大会 （平昌）

2018年　FIFAワールドカップ（ロシア）

2017年　アスタナ万博（カザフスタン）

2016年　オリンピック・パラリンピック夏季大会（リオデジャネイロ）

2015年　パンアメリカン競技大会（トロント）

2014年　オリンピック・パラリンピック冬季大会（ソチ）

2014年　スーパーボウル（ニューヨーク／ニュージャージー）

2014年　ユースオリンピック（南京）

2014年　FIFAワールドカップ（ブラジル）

2013年　アメリカズカップ（サンフランシスコ）

2013年　アジアユースゲームズ（南京）

2013年　夏季ユニバーシアード（カザン）

2012年　オリンピック・パラリンピック夏季大会（ロンドン）

2011年　夏季ユニバーシアード（深圳）

2010年　アフリカネイションズカップ

2010年　オリンピック・パラリンピック冬季大会（バンクーバー）

2010年　FIFAワールドカップ（南アフリカ）

2008年　オリンピック・パラリンピック夏季大会（北京）

2007年　世界水泳選手権（メルボルン）

2006年　コモンウェルスゲームズ（メルボルン）

2006年　FIFAワールドカップ（ドイツ）

2000年　オリンピック・パラリンピック夏季大会（シドニー）
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